
令和　　　年　　　月　　　日

当事業所は介護保険の指定をうけています。

（北海道指定　事業者番号　第０１７３５０１７３５号）

当事業所は，「指定通所介護」及び「第1号通所事業通所介護」及び「第1号通所事業通所型サービス」

利用契約書（以下「契約書」という。）に基づきご契約者に対して指定通所介護・第1号通所事業のサービスを

提供します。事業所の概要や契約書に基づき提供されるサービスの内容、契約上のご注意いただきたいこと

を次の通り説明します。

※　当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要支援」「要介護」「事業対象者」と認定

　　　された方が対象となります。
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1.事業者

（1） 法人名 山本産業株式会社

（2） 法人所在地 伊達市長和町157番地

（3） 電話番号 ０１４２－２３－３５５２

（4） 代表者氏名 代表取締役　山本　勇

（5） 設立年月 昭和61年5月

2.事業所の概要

（1） 事業所の種類 指定通所介護・第1号通所事業通所介護・第1号通所事業通所型サービスA

（2） 事業所の目的 山本産業株式会社が開設するデイサービスきたえるーむ登別が行う指定通所介護・第1号通所事業

通所介護・第1号通所事業通所型サービスAの適正な運営を確保するために人員及び管理運営に

関する事項を定め事業所ごとに置くべき従事者が要介護状態又は要支援状態又は事業対象状態

にある高齢者に対し適正な指定通所介護・第１号通所事業通所介護・第１号通所事業通所型サー

ビスAを提供することを目的とする。

（3） 事業所の名称 デイサービスきたえるーむ登別

（4） 事業所の所在地 登別市新生町4丁目44番地3

（5） 建物の構造・延べ床面積 木造一部鉄骨造　　　296.61㎡

（6） 電話番号 0143‐83‐6828

（7） 管理者氏名  岡崎　桃子

（8） 事業所の指定通所介護・第1号通所事業通所介護・第1号通所事業通所型サービスA従事者は、

要介護状態等の心身の特徴を踏まえて、利用者が可能な限りその居宅生活において、その有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、さらに利用者の社会的孤立感の

解消及び心身機能の維持並びに家族の身体的・精神的負担の軽減を図るために、

必要な日常生活の世話及び機能訓練、その他必要な援助を行う。また、心身機能の

維持・向上を図り、利用者の生活機能の維持・向上を目指すものとする。

（9） 開設年月 平成24年8月1日

（10） 利用定員 1単位目：午前40名　　　2単位目：午後40名

3.事業実施区域及び営業時間

（1） 通常の事業の実施区域

登別市富岸町、栄町、若山町、大和町、青葉町、緑町、桜木町、新川町、片倉町、柏木町、富士町、中央町、

（2） 営業日及び営業時間

営業日 月～土（日曜祝日・8月13日～8月16日、12月30日～1月5日を除く）

営業時間 月～金（8時30分～17時05分）

土　 （8時30分～12時30分）　　

サービス提供時間 月～金（9時～12時05分　13時30分～16時35分）

土曜　（9時～12時05分）

当事業所の運営方針

常盤町、千歳町、幌別町、新栄町、幸町、富浦町1～4丁目、登別本町、登別港町、登別東町、鷲別町、

上鷲別町、美園町、若草町、新生町　　とする。

3



4.職員の配置状況

当事業所では、ご契約者に対して指定通所介護・通所型サービスを提供する職員として、

以下の職種の職員を配置しています。

『主な職員の配置状況』 ※ 職員の配置基準については、指定基準を遵守

1. 管理者

事業所の他の通所介護従事者の管理及び業務の管理を一元的に行う。

2. 介護職員

介護サービスの提供にあたるものとする。

3. 生活相談員

利用者の日常生活における諸問題等の相談にあたるものとする。

4. 機能訓練指導員

日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止する訓練を行う。

5. 看護職員

 利用者の健康管理にあたるものとする。

『主な職種の勤務体制』

管理者 月～金　8:30～17:30(うち休憩1時間）　　土8:30～12:30

介護職員 月～金　8:30～17:30(うち休憩1時間）　　土8:30～12:30

生活相談員 月～金　8:30～17:30(うち休憩1時間）　　土8:30～12:30

機能訓練指導員 月～金　8:30～17:30(うち休憩1時間）　　土8:30～12:30

看護職員 月～金　９:00～12：30　13：00～16：35　　土9:00～12:30

5.当事業所が提供するサービスと利用料金

当事業所では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。

当事業所が提供するサービスの利用料金について、以下のとおりとなります。

＜サービスの概要＞

① 送迎サービス

・ 自宅と事業所の送迎サービスを行います。但し、通常の事業実施区域以外からの利用の場合は、

ご相談ください。

・ 利用者の都合により交通機関を利用し通所、帰宅した場合の交通費は、全て自己負担となります。

そまた、の際の事故等の責任は一切負いません。

② 機能訓練

・ 機能訓練指導員により、ご契約者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能回復又は

その減退を防止するための訓練を実施します。

職種 職員数

1名以上(常勤換算)

1名以上(常勤換算)

1名

6名以上(常勤換算)

1名以上(常勤換算)

職種 勤務体制
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＜サービス利用料金＞　（契約書第5条参照）

（1） 下記の料金表によって、ご契約者の要介護度に応じたサービス利用料金及び加算料金から

介護保険給付費額を除いた金額（自己負担額）をお支払い下さい。（上記サービスの利用料金は、

ご契約者の要介護・要支援区分に応じて異なります。） ※1単位＝10.00円

※ 施設送迎を行わなかった日は、送迎減算「片道47単位」減算対象です。

☆ ご契約者がまだ要介護・要支援・事業対象者認定を受けてない場合、又は被保険者証に支払方法の

変更記載がある場合には、サービス利用料金の全額を一旦お支払いいただきます。要支援又は要介護の認定を

受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画等が

作成されていない場合も償還払いとなります。償還払いとなる場合、ご契約者の保険給付の申請を

行うため必要となる事項を記載した『サービス提供証明書』を交付します。

☆ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額を変更します。

（2） 利用料金のお支払い方法

・ サービスを提供した当月初日から末日までの利用料金は、翌月20日に引き落としとなります。

・ 現金でのお支払いも可能となっております。サービス利用当月初日から末日までの料金を翌月に

まとめてお支払いください。

（3） 利用の中止、変更、追加（契約書第6条参照）

○ 利用予定日の前営業日に、ご契約者の都合により、サービスの利用を中止又は変更、もしくは新たな

サービスの利用を追加することができます。この場合には利用予定日の前営業日までに事業者に申し

出てください。

○ サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況によりご契約者の希望する期間に

サービスの提供ができない場合、他の利用可能日時をご契約者に提示して協議します。

144

科学的介護推進体制加算

単位/月 単位/月40

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

以上で包括単価＋各種加算での料金計算となります。

第1号通所事業通所型サービスA サービス利用料金

※月の途中での契約・解約となった場合、またはショートステイ等のご利用があった場合は日割りでの料金の請求となります。

回数が4回以上で包括単価＋各種加算での料金計算となります。

※要支援1の方（事業対象者）は、月のご利用回数が3回までは、回数単価×来所回数+各種加算での料金計算となり、月のご利用

要支援1・事業対象者 368
単位/回

要支援2 377

72

加算料金

７６単位/回
個別機能訓練加算

（Ⅰ）ロ

18単位/回
サービス提供体制強化加算

（Ⅱ）

※上記料金以外に、処遇改善加算Ⅲ（2.3％）と介護職員等ベースアップ加算(1.1％）が加算されます。

※要支援２の方は、月のご利用回数が７回までは、回数単価×来所回数+各種加算での料金計算となり、月のご利用回数が8回

サービス利用料金

要介護4

要介護5

要介護1

要介護2

要介護3

370

要支援2

サービス利用料金

1,798

3,621
単位/月

要支援1

第1号通所事業通所介護

※上記料金以外に、個別機能訓練加算Ⅱ(２０単位/月)、科学的介護推進体制加算(４０単位/月)、処遇改善加算Ⅲ（2.3％）と介護職員等ベースアップ加算(1.1％）が加算されます。

423

479

533

588

単位/回
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6.苦情の受付について（契約書第19条参照）

（1） 当事業所における苦情の受付

当事業所における苦情やご相談は以下の専門窓口で受け付けます。

○ 常設の窓口　（TEL)　0143‐83‐6828　　　（ＦＡＸ）　0143‐83‐6829

苦情解決責任者　（管理者） ：　岡崎　桃子

○ 　　受付時間　月曜日～金曜日　9：00～17：30　土曜日　9：00～12：30　　※祝日を除く

○ 苦情処理を行うための処理体制・手順

・ 苦情があった場合は、直ちに管理者が相手側と連絡を取り、直接自宅に伺うなどして

詳しい事情を聞くとともに、関係職員から事情を確認します。

・ 生活相談員が必要と判断した場合は、管理者まで含めた検討会議を行います。

（検討会議を行わないまでも、必ず管理者まで処理結果を報告します。）

・ 検討後、速やかにご契約者に対して謝罪又は改善策を説明し理解を得るなど具体的な

対応を行います。

・ 処理結果は、必ず台帳に記録して残し、再発防止に役立てます。

○ 当事業所で解決されない場合

ご契約者からの苦情について、当事業所で解決されない場合は次の関係機関に申し

立てることができます。

北海道国民健康保険団体総務部介護・障害者支援課　企画・苦情係

住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　札幌市中央区南2条西14丁目　国保会館6階 電話： 011‐231-5161　内線6111

　　　　（受付日：月～金　受付時間：8時30分～17時15分）

登別市役所　保健福祉部　高齢・介護グループ

住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登別市中央町6丁目11番地 電話： 0143‐85‐5720

　　　　（受付日：月～金　受付時間：8時30分～17時15分）
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苦情処理の進め方

↓

↓

↓

↓

→

↓ ↓ ↑

否

→

可 ↓

↓

苦情の解決、及び結果を記録　→　管理責任者へ報告

7.非常災害対策

当事業所は、非常災害その他緊急の事態に備え、必要な設備を備えるとともに、常に関係機関と連絡を密にし、

とるべき措置についてあらかじめ防災及び避難に関する計画を作成します。

防災計画に基づき、非常災害に備え、職員及びご契約者に周知徹底を図るため、年2回避難救出その他必要な

訓練を実施します。

8.緊急時における対応

ご契約者の病状の急変が生じた場合や、その他緊急の事態が生じた場合またはその他必要な場合には、

速やかに主治医又は協力機関に連絡する等の必要な措置を講じます。

9.事故発生の対応

（1） 事故が発生した場合には、県市町、ご契約者の家族、ご契約者に係る指定居宅介護支援事業所・地域包括支援

センターなどに連絡をするとともに、必要な措置を講じます。

（2） 当該事故状況及び事故に際して採った処置について記録します。

（3） ご契約者に対する指定通所介護・指定介護予防通所介護・通所型サービスの提供により

賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行います。

（4） 事故が生じた際には、その原因を解明し、再発防止に努めます。

苦情申し出人との話し合い

苦情の解決

苦情申出人への報告

苦情の発生

苦情受付担当者による苦情受付　　→　　苦情内容を記録　　→　　管理責任者へ報告

苦情受付担当者による苦情の詳細調査

苦情受付担当者による苦情解決策検討

苦情の解決 管理者による苦情解決策検討
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10.利用者のサービス選択に資すると認められる事項

（1） 事業所は、通所介護従事者の質的向上を図る為、研修の機会を設けるものとし、業務体制を整備します。

（2） 事業所は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。

（3） 通所介護従事者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する為、

通所介護従事者でなくなった後においても、これらの秘密を保持するべき旨を雇用契約の内容に明記します。

（4）  介護サービスの提供により、利用者に賠償すべき事故が発生した場合、損害賠償を速やかに行います。

11.第三者評価の実施状況

１２．ハラスメントの防止

とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、従業者の就業環境を害されることを防止するた

めの方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。

１３．虐待防止に関する事項

事業者は、利用者の人権擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとする。

（１）　虐待を防止するための従業者に対する研修の実施

（２）   利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備

（３）   その他虐待防止のために必要な措置

２　事業者は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に擁護する者）に

よる虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。

１４．身体拘束等の原則禁止

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行なわない。

ただし、介護サービスを提供する際に自傷他害等のおそれがある場合など、利用者又は他の利用者の生命又は

身体の保護をするため緊急やむを得ない場合は、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘

束等」という。）を行う事がある。

２　事業所は、やむを得ず身体拘束を行う場合には、本人又は家族に対し、身体拘束の内容、理由、期間等に

ついて説明し同意を得た上で、その態様及び時間、その際の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由など

必要な事項を記載することとする。

第三者による
評価の実施状況

　　　なし

あり

実施日

評価機関名称

結果の開示

事業所は、適切な介護サービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的関係を背景

あり　　・　　なし
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令和　　　年　　　月　　　日

指定通所介護・通所型サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。

デイサービスきたえるーむ登別

説明者職名　 氏名 加藤　悦子 印

私は、本書面に基づいて事業所から重要事項の説明を受け、指定通所介護・通所型サービスの提供開始に

同意しました。

利用者住所

氏名 　 印

代筆者住所

氏名 印

利用者との関係

生活相談員
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＜重要事項説明書付属書類＞

1.　契約締結からサービス提供までの流れ

（1） ご契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、「居宅サービス計画等

（ケアプラン）」がある場合はその内容を踏まえ、契約締結後に作成する「通所介護計画・通所型サービス

計画」（以後、通所介護計画）に定めます。契約締結からサービス提供までの流れは次の通りです。

（契約書第3条参照）

↓

↓

②その担当者は通所介護計画の原案について、ご契約者及びその家族等に対して説明し、同意を得た

　上で決定し、書面を交付します。

↓

↓

③通所介護計画は、居宅サービス計画等（ケアプラン）が変更された場合、もしくはご契約者及びその

　　家族等の要請に応じて、変更の必要があるかどうかを確認し、変更の必要のある場合には、ご契約者及び

　　その家族等と協議して通所介護計画を変更します。

↓ ↑

↓ ↑

④通所介護計画が変更された場合には、ご契約者に対して書面の交付をし、その内容を確認して

　　いただきます。

（2） ご契約者に係る「居宅サービス計画等（ケアプラン）」が作成されていない場合のサービス提供の流れは

次の通りです。

① 要介護・要支援認定を受けている場合

○ 指定居宅介護支援事業者・地域包括支援センターの紹介等必要な支援を行います。

○ 通所介護計画を作成し、それに基づき、ご契約者にサービスを提供します。

○ 介護保険給付対象サービスについては、利用料金をいったん全額お支払い

いただきます（償還払い）。

↓

↓

○ 作成された居宅サービス計画等に沿って、通所介護計画を変更し、それに基づき

ご契約者にサービスを提供します。

○ 介護保険給付対象サービスについては、介護保険の給付費を除いた金額

（自己負担額）をお支払いいただきます。

①当事業所のサービス従事者が通所介護計画の原案作成やそのために必要な調査等の業務を担当します。

居宅サービス計画等（ケアプラン）の作成
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② 要介護・要支援認定を受けていない場合

○ 指定居宅介護支援事業者・地域包括支援センターの紹介等必要な支援を行います。

○ 通所介護計画を作成し、それに基づき、ご契約者にサービスを提供します。

○ 介護保険給付対象サービスについては、利用料金をいったん全額お支払い

いただきます（償還払い）

← →

↓ ↓ →

○ 居宅サービス計画等（ケアプラン）を作成していただきます。 ○ 契約は終了します。

必要に応じて、指定居宅介護支援事業者 ○ 既に実施されたサービスの利用

地域包括支援センターの紹介等必要な支援を行います。 料金は全額自己負担となります。

↓

○ 基本チェックリストの実施により

事業対象者としてサービスの

↓ 利用の可能性もあります。

○ 作成された居宅サービス計画等に沿って、通所介護計画を変更し、

それに基づきご契約者にサービスを提供いたします。

○ 介護保険給付対象サービスについては、介護保険の給付費額を除いた料金

（自己負担額）をお支払いただきます。

要支援・要介護と認定された場合 自立と認定された場合

居宅サービス計画等（ケアプラン）の作成
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